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平成23年 6月 30日

日本年金機構理事長殿

生働省年金局差出関脇

曹を国富

国民年金・厚生年金保険i嘩筈認、定基準の一部改正につeいて
器削55

関民生存金法施行令(昭和34年政令第184号)jjlJ表並びに厚生年金保険法

施行令(昭和29年敬令第110号)別表第1及び別表第2に規定する障警の

程度の認定については、 f国民年金・厚生年金保倹関答認定基準の改EについてJ

(平成14年3月 15同庁保発第12号)により取り扱われているところで

ありますが、近年の医学的矢口見を反映して、認定基準及び認定要領を見直す

とともに、表現や例示の明確化を図るため、 「障害年金の認定(知的障害者事)

に関する専門家会合Jを開催し、関係の専門家による審議を踏まえ、今般、

「国民年金・厚生年金保険障害認定基準jの一部を別紙のとおり改正し、平成

23年9月1日から実施することとしましたので通知します。

なお、この改正に併せて、診断書の様式についても改訂を行うこととして

おりますが、当分の簡は、従前様式の診断書の使用も可能としますので、

ご留意顔います。

また、国民年金法等の一部を改正する法律(昭和60年法律第34号)に

より従前の例によることとされた改正前の国民年金法(昭和 34年法律第

141号)及び厚生年金保険法(昭和29年法律;第115号)の規定に基づく

障答給付に係る障害の程度の認定については、それぞれ「国民年金障害等級

認定基準J(昭和54年 11月1日庁保発第31号)及び「岳民;年金において

併合認定を行う場合の後発障害認定基準J (昭和54年 11月1日J'T保発第

3 2号)説びに「厚生年金保険の障害認定要領J (昭和 52年 7月 15日

庁保発第20号)により取り扱うものでありますので、申し添えます。
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。国民年金・厚生年金保険障害認定基準(第8節/精神の障害)
(傍線部分は改正部分)

改 E 後 改 正 前

第3 障害認定に当たっての基準 第3 障害認定に当たっての基準

第 1章障害等級認定基準 第l章障害等級認定基準

第日節/精神の障害 第8節/精神の障害

2 認定要領 2 認定要領

精神の障害は、「統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害」、 精神の障害は、「統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害J、

「気分(感情)障害J (以下「そううつ病Jという。) 「症状性 「気分(感情)障害」 (以下「そううつ病Jという。) 「症状性

を含む器質性精神障害」、 「てんかんJ、 「知的障害l、 「発達障害l を含む器質性精神障害J、 「てんかんJ、 「知的障害(撞神遅霊堂LJ

に区分する。 に区分する。

症状性を含む器質性精神障害、てんかんであって、もう想、幻覚 症状性を含む器質性精神障害、てんかんであって、もう想、幻覚

等のあるものについては、 fA 統合失調症、統合失調症型障害及び 等のあるものについては、 fA 統合失調症、統合失調症型障害及び

妄相性障害並びに気分(感情)障害Jに準じて取り扱う。 妄想性障害並びに気分(感情)障害Jに準じて取り扱う。

A-C  (略) A-C (略)

D 知的障宣 D 知的障害(精神遅笹}

(1) 知的障害とは、知的機能の障害が発遣期(おおむね18歳 (1) 知的障害とは、知的機能の障害が発達期(おおむね18歳

まで)にあらわれ、日常生活に持続的な支障が生じている まで)にあらわれ、日常生活に持続的な支障が生じている

ため、何らかの特別な援助を必要とする状態にあるものを ため、何らかの特別な援助を必要とする状態にあるものを

いう。 b 、う。

(2) 各等級に相当すると認められるものを一部例示すると次 (2) 各等級に相当すると認められるものを一部例示すると次

のとおりである。 のとおりである。

障害の程度 障 害 の 状 態 障害の程度 障 害 σコ 状 態

知的障害があり、金事や身のまわりのこと 知的障害があり、日常生活への適応が

を行うのに全面的な量監が必要であって、か 困難で通常時介護を要するもの

つ、会話による意思の盟通が不可能か蓋Lく
l 級

困難であるため当日常生活が困難で常時援監
1 級

を必要とするもの

知的障害があり、金事や身のまわりのこと 知的障害があり、日常生活における身

などの基本的な行為を往うのに盤監が必要 辺の処理にも援助が必要なもの

であって、かっミ会話による章思の墜通が簡
2 級

単なものに限られるため、日常生活にあたっ
2 級

エ援助が必要なもの

知的障害があり、労働が著しい制限を受け 知的障害があり、労働が著Lい制限を

3 級 るもの 3 級 受けるもの

(3) 知的障害の認定に当たっては、知能指数のみに着眼するこ (3) 知的障害(精神iF滞)の認定に当たっては、知能指数の

となく、日常生活のさまざまな場面における援助の必要度を みに着服することなく、日常生活のさまざまな場面におけ

勘案して総合的に判断する。 る援助の必要度を勘案して総合的に判断する。



また通知的障害とその他認定の盆象となる精神疾患が併査し

ているときは、併合(加重)認定の取扱いは行わず、諾症状を

総合的に判断して認定土石室

(4) 日常生活能力等の判定に当たっては、身体的機能及び精神 (4)日常生活能力等の判定に当たっては、身体的機能及び精神

的機能主考慮の之主、社会的な適応性の程度によって判断す 的機能、特に、知情意面白障害も考慮の上、社会的な適応性

るよう努める。 の程度によって判断するよう努める。また、現に仕事に従事

している者については、その療養状況を考慮し、その仕事の

種望、内容、従事してい呈塑問、就労状況及びそれらによる

影響も参考とする目

並L就労支援施設や小規盤作業jjI[などに参加する者に限らず、
屋用車E約により一般就労をしている者であっても、援助や

配慮のもとで労働に従事しているa

したがって、労働に従事Lていることをもってミ直ちに

日常生活能力が向上したものと捉えず、現に労働に従事し

ている者については、その療養状況を考慮するとともに、仕

事の種類、内容、就労状況、盆事場で受けている援助の内容、

他の従業量との意思疎通の状況等を十分確認したうえで日常

生活能力を判断することの

E 発達障害

込L発達障害とは、自閉症、アスベノレガー症候群その他の広汎性
発達障害、学習障害、注意欠陥事動性障害その他これに類する

脳機能の障害であってその症些が通常低年齢において発現する

ものをいう2

皇L発達障宣については、たとえ知能指数が高くても社会行動や
コミュニケーシヨン能力の障害により対人関係や意思疎通を円

滑に行うことができないために日常生活に蓋しい制限を受ける

ことに着目して認定を行う g

また、発達障害とその他認定の対象となる精神疾患が併宣し

ているときはミ併合(加重)認定の取扱いは行わず、 3置症症を

総合的に判断して認定する2

ill 発達障宣はョ通常盤年齢で発症する疾患であるがョ知的障害を

佳わない者が発達隙害の症状により、初めて乏診した日が 20歳

以降であった盛合は、当該受診日を初診日とするa

処1各等級に相当すると認められるものを一部例示すると次のと
おりである笠

障害の程度 障 害 σコ 状 態

発達障害がありョ社会性やコミュー

ケーション能力が欠如しており、かつ、

LJ畳 蓋しく不適応な行動がみられるためミ

日常生活への適応が困難で常時援助を

必要と主るもの

発達障害があり亘社会性やコミュニ

2 級
ケーション能力が乏しく、かっ、不適

応な行動がみられるため当日常生活へ

の適応にあたって援監が必要なもの

発達障害があり当社会性やコミュー

ケーション能力が不十全で、かっ、社
JLJ霊

会行動に問題がみられるため、労働が

著しい制限を受けるもの

ー2-



主L 日常生活能力等の判定に当たっては、身体的機能及び精神

的機能を考慮のうえヨ社会的な適応性の程度によって判断す

るよう努める。

旦1就労支援施設や小規模作業理などに参加する者に限らず当
鹿用契約により一般就JIをしている者であっても、援助や

配慮のもとで労働に従事Lている 2

したがって、労働に従事していることをもって、直ちに

日常生活自主力が向上したものと捉えずョ現に労働に従事し

ている者については、その療養状況を考慮するとともに、仕

事の種類、内容、就労状況、仕事場で受けている援監の内容当

他の盆業員との意思墜通の盆況等を十全確認、したうえで日常

生活能力を判断すること♀

3 -



国民年金・厚生年金保険

障害認定基準

平成23年9月 1日改正

(p 43'"'-'48差替え)

(参考)



第8節/精神の障害

精神の障害による障害の程度は、次により認定する。

1 認定基準

精神の障害については、次のとおりである。

メ~、 )3IJ 表 障害の程度 障 害 の 状 態

級
精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる

1 
程度のもの

国年令別表
精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる

2 級
程度のもの

厚
精神に、労働が著しい制限を受けるか、又は労働に著し

い制限を加えることを必要とする程度の障害を残すもの
別表第1 3 級

年
精神に、労働が制限を受けるか、又は労働に制限を加え

ることを必要とする程度の障害を有するもの

メ~、 別表第2 障害手当金
精神に、労働が制限を受けるか、又は労働に制限を加え

ることを必要とする程度の障害を残すもの

精神の障害の程度は、その原因、諸症状、治療及びその病状の経過、具体的な日常生活状

況等により、総合的に認定するものとし、日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度

のものを1級に、日常生活が著しい制限を受けるか又は日常生活に著しい制限を加えること

を必要とする程度のものを2級に、労働が著しい制限を受けるか又は労働に著しい制限を加え

ることを必要とする程度の障害を残すもの、及び労働が制限を受けるか又は労働に制限を加え

ることを必要とする程度の障害を有するものを3級に、また、労働が制限を受けるか又は労

働に制限を加えることを必要とする程度の障害を残すものを障害手当金に該当するものと認

定する。

精神の障害は、多種であり、かっ、その症状は同一原因であっても多様である。

したがって、認定に当たっては具体的な日常生活状況等の生活上の困難を判断するととも

に、その原因及び経過を考慮する。

2 認定要領

精神の障害は、「統合失調症、統合失調症型障害及び妄想、性障害」、「気分(感情)障害J(以

下「そううつ病j という。)、「症状性を含む器質性精神障害」、「てんかん」、「知的障害」、「発

達障害」に区分する。

症状性を含む器質性精神障害、てんかんで、あって、もう想、幻覚等のあるものについては、

rA 統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害並びに気分(感情)障害」に準じて取

り扱う。
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A 統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害並びに気分(感情)障害

(1) 各等級に相当すると認められるものを一部例示すると次のとおりである。

障害の程度 障 害 の 状 態

1 統合失調症によるものにあっては、高度の残遺状態又は高度の病

状があるため高度の人格変化、思考障害、その他もう想・幻覚等の

級
異常体験が著明なため、常時の介護が必要なもの

1 
そううつ病によるものにあっては、高度の気分、意欲・行動の障2 

害及び高度の思考障害の病相期があり、かっ、これが持続したり、

ひんぱんに繰り返したりするため、常時の介護が必要なもの

1 統合失調症によるものにあっては、残遺状態又は病状があるため

人格変化、思考障害、その他もう想・幻覚等の異常体験があるため、

級
日常生活が著しい制限を受けるもの

2 
そううつ病によるものにあっては、気分、意欲・行動の障害及び2 

思考障害の病相期があり、かっ、これが持続したり又はひんぱんに

繰り返したりするため、日常生活が著しい制限を受けるもの

1 統合失調症によるものにあっては、残遺状態又は病状があり、人

格変化の程度は著しくないが、思考障害、その他もう想・幻覚等の

級
異常体験があり、労働が制限を受けるもの

3 
そううつ病によるものにあっては、気分、意欲・行動の障害及び2 

思考障害の病相期があり、その病状は著しくないが、これが持続し

たり又は繰り返し、労働が制限を受けるもの

(2) 統合失調症、統合失調症型障害及び妄想、性障害並びに気分(感情)障害の認定に

当たっては、次の点を考慮のうえ慎重に行う o

ア 統合失調症は、予後不良の場合もあり、国年令別表・厚年令別表第1に定める

障害の状態に該当すると認められるものが多い。しかし、羅病後数年ないし十数

年の経過中に症状の好転を見ることもあり、また、その反面急激に増悪し、その

状態を持続することもある。したがって、統合失調疲として認定を行うものに対

しては、発病時からの療養及び症状の経過を十分考慮する。

イ そううつ病は、本来、症状の著明な時期と症状の消失する時期を繰り返すもの

である。したがって、現症のみによって認定することは不十分であり、症状の経

過及びそれによる日常生活活動等の状態を十分考慮する。

(3) 日常生活能力等の判定に当たっては、身体的機能及び精神的機能、特に、知情意

面の障害も考慮の上、社会的な適応性の程度によって判断するよう努める。また、

現に仕事に従事している者については、その療養状況を考慮し、その仕事の種類、

内容、従事している期間、就労状況及びそれらによる影響も参考とする。
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(4) 人格障害は、原則として認定の対象とならない。

(5) 神経症にあっては、その症状が長期間持続し、一見重症なものであっても、原則

として、認定の対象とならない。ただし、その臨床症状から判断して精神病の病態

を示しているものについては、統合失調症又はそううつ病に準じて取り扱う。

B 症状性を含む器質性精神障害

(1) 症状性を含む器質性精神障害とは、先天異常、頭部外傷、変性疾患、新生物、中

枢神経等の器質障害を原因として生じる精神障害に、謬原病や内分泌疾患を含む全

身疾患、による中枢神経障害等を原因として生じる症状性の精神障害を含むものであ

る。

なお、アルコール、薬物等の精神作用物質の使用による精神及び行動の障害(以

下「精神作用物質使用による精神障害」占いう。)についてもこの項に含める。

(2) 各等級等に相当すると認められるものを一部例示すると次のとおりである。

障害の程度 障 害 の 状 態

1 級
高度の認知症、高度の人格変化、その他の高度の精神神経症状が著明な

ため、常時の介護が必要なもの

級
認知症、人格変化、その他の精神神経症状が著明なため、日常生活が著

2 
しい制限を受けるもの

¥ 

1 認知症、人格変化は著しくないが、その他の精神神経症状ががり、

3 級 労働が制限を受けるもの

2 認知症のため、労働が著しい制限を受けるもの

障害手当金 認知症のため、労働が制限を受けるもの

(3) 脳の器質障害については、精神障害と神経障害を区分して考えることは、その多

岐にわたる臨床症状から不能であり、原則としてそれらの諸症状を総合して、全体

像から総合的に判断して認定する。

(4) 精神作用物質使用による精神障害

ア アルコール、薬物等の精神作用物質の使用により生じる精神障害について認定

するもので、あって、精神病性障害を示さない急性中毒及び明らかな身体依存の見

られないものは、認定の対象とならない。

イ 精神作用物質使用による精神障害は、その原因に留意し、発病時からの療養及

び症状の経過を十分考慮する。

(5) 器質障害としての巣症状については、本章「第9節神経系統の障害」の認定要

領により認定するものとし、その諸症状、認定時の具体的な日常生活状況等を把握

して、全体像から総合的に認定する。

w
h
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(6) 日常生活能力等の判定に当たっては、身体的機能及び精神的機能、特に、知情意

面の障害も考慮の上、社会的な適応性の程度によって判断するよう努める。また、

現に仕事に従事している者については、その療養状況を考慮し、その仕事の種類、

内容、従事している期間、就労状況及びそれらによる影響も参考とする。

C てんかん

(1) てんかん発作は、部分発作、全般発作、未分類てんかん発作などに分類されるが、

具体的に出現する臨床症状は多彩である。

また、発作頻度に関しても、薬物療法によって完全に消失するものから、難治性

てんかんと呼ばれる発作の抑制できないものまで様々である。

さらに、てんかん発作は、その重症度や発作頻度以外に、発作間欠期においても、

それに起因する様々な程度の精神神経症状や認知障害などが、稀ならず出現するこ

とに留意する必要がある。

(2) 各等級に相当すると認められるものを一部例示すると次のとおりである。

障害の程度 障 害 の 状 態

1 級
十分な治療にかかわらず、てんかん性発作のA又はBが月に1回以上

あり、かつ、常時の介護が必要なもの

十分な治療にかかわらず、てんかん性発作のA又はBが年に2回以上、|

2 級 もしくは、 C又はDが月に 1回以上あり、かっ、日常生活が著しい制

限を受けるもの

十分な治療にかかわらず、てんかん性発作のA又はBが年に2回未満、 i

3 級 もしくは、 C又はDが月に 1回未満あり、かつ、労働が制限を受ける

もの

(注1)発作のタイプは以下の通り

A:意識障害を呈し、状況にそぐわない行為を示す発作

B 意識障害の有無を問わず、転倒する発作

C:意識を失い、行為が途絶するが、倒れない発作

D 目意識障害はないが、随意運動が失われる発作

(注2)てんかんは、発作と精神神経症状及ひ沼、知障害が相まって出現することに留

意が必要。また、精神神経症状及ひ、認知障害については、前記 rB 症状性を
含む器質性精神障害Jに準じて認定すること。

(3) てんかんの認定に当たっては、その発作の重症度(意識障害の有無、生命の危険

性や社会生活での危険性の有無など)や発作頻度に加え、発作間欠期の精神神経症

状や認知障害の結果、日常生活動作がどの程度損なわれ、そのためにどのような社

会的不利益を被っているのかという、社会的活動能力の損減を重視した観点から認

定する。
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様々なタイプのてんかん発作が出現し、発作間欠期に精神神経症状や認知障害を

有する場合には、治療及び病状の経過、日常生活状況等によっては、さらに上位等

級に認定する。

(4) てんかん発作については、抗てんかん薬の服用や、外科的治療によって抑制され

る場合にあっては、原則として認定の対象にならない。

D 知的障害

(1) 知的障害とは、知的機能の障害が発達期(おおむね18歳まで)にあらわれ、日常

生活に持続的な支障が生じているため、何らかの特別な援助を必要とする状態にある

ものをいうロ

(2) 各等級に相当すると認められるものを一部例示すると次のとおりである。

障害の程度 障 害 の 状 態

知的障害があり、食事や身のまわりのことを行うのに全面的な援助が

1 級 必要であって、かつ、会話による意思の疎通が不可能か著Lく困難で

あるため、日常生活が困難で常時援助を必要とするもの

知的障害があり、食事や身のまわりのことなどの基本的な行為を行う

2 級 のに援助が必要であって、かつ、会話による意思の疎通が簡単なもの

に限られるため、日常生活にあたって援助が必要なもの

ー3 級 知的障害があり、労働が著しい制限を受けるもの

(3) 知的障害の認定に当たっては、知能指数のみに着服することなく、日常生活のさま

ざまな場面における援助の必要度を勘案して総合的に判断する。

また、知的障害とその他認定の対象となる精神疾患が併存しているときは、併合(加

重)認定の取扱いは行わず、諸症状を総合的に判断して認定する。

(4) 日常生活能力等の判定に当たっては、身体的機能及び精神的機能を考慮、のうえ、社

会的な適応性の程度によって判断するよう努める。

(5) 就労支援施設や小規模作業所などに参加する者に限らず、雇用契約により一般就労

をしている者であっても、援助や配慮のもとで労働に従事している。

したがって、労働に従事していることをもって、直ちに日常生活能力が向上したも

のと捉えず、現に労働に従事している者については、その療養状況を考慮するととも

に、仕事の種類、内容、就労状況、仕事場で受けている援助の内容、他の従業員との

意思疎通の状況等を十分確認したうえで日常生活能力を判断することロ
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E 発達障害

(1) 発達障害とは、自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、

注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の障害であってその症状が通常低年

齢において発現するものをいう。

(2) 発達障害については、たとえ知能指数が高くても社会行動やコミュニケーション能

力の障害により対人関係や意思疎通を円滑に行うことができないために日常生活に

著しい制限を受けることに着目して認定を行う。

また、発達障害とその他認定の対象となる精神疾患が併存しているときは、併合(加

重)認定の取扱いは行わず、諸症状を総合的に判断して認定する。

(3) 発達障害は、通常低年齢で発症する疾患であるが、知的障害を伴わない者が発達障

害の症状により、初めて受診した日が 20歳以降であった場合は、当該受診日を初診

日とする。

(4) 各等級に相当すると認められるものをー部例示すると次のとおりである。

障害の程度 障 害 の 状 態

発達障害があり、社会性やコミュニケーション能力が欠如しており、か

1 級 つ、著しく不適応な行動がみられるため、日常生活への適応が困難で常

時援助を必要とするもの

発達障害があり、社会性やコミュニケーション能力が乏しく、かっ、不

2 級 適応な行動がみられるため、日常生活への適応にあたって援助が必要な

もの

3 級
発達障害があり、社会性やコミュニケーション能力が不十分で、かつ、

社会行動に問題がみられるため、労働が著しい制限を受けるもの

(5) 日常生活能力等の判定に当たっては、身体的機能及び精神的機能を考慮のうえ、社

会的な適応性の程度によって判断するよう努める。

(6) 就労支援施設や小規模作業所などに参加する者に限らず、雇用契約により一般就労

をしている者であっても、援助や配慮のもとで労働に従事している。

したがって、労働に従事していることをもって、直ちに日常生活能力が向上したも

のと捉えず、現に労働に従事している者については、その療養状況を考慮するととも

に、仕事の種類、内容、就労状況、仕事場で受けている援助の内容、他の従業員との

意思疎通の状況等を十分確認したうえで日常生活能力を判断すること。
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第9節/神経系統の障害

神経系統の障害による障害の程度は、次により認定する。

1 認定基準

神経系統の障害については、次のとおりである。

ノτ台コ、 別 表 障害の程度 障 害 の 状 態

身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とす

級
る病状が前各号と同程度以上と認められる状態であ

1 
って、日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる

程度のもの

国年令別表 身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とす

る病状が前各号と同程度以上と認められる状態であ

2 級 って、日常生活が著しい制限を受けるか、又は日常

生活に著しい制限を加えることを必要とする程度の

もの

身体の機能に、労働が著しい制限を受けるか、又は

労働に著しい制限を加えることを必要とする程度の

厚
別表第1 級

障害を残すもの
3 

神経系統に、労働が著しい制限を受けるか、又は労

働に著しい制限を加えることを必要とする程度の障

年 害を残すもの

身体の機能に、労働が制限を受けるか、又は労働に

制限を加えることを必要とする程度の障害を残すも
メτコ〉、
別表第2 障害手当金 の

神経系統に、労働が制限を受けるか、又は労働に制

限を加えることを必要とする程度の障害を残すもの

2 認定要領

(1) 肢体の障害の認定は、本章「第7節肢体の障害Jに示した認定要領に基づいて認

定を行う。

(2) 脳の器質障害については、神経障害と精神障害を区別して考えることは、その多岐

にわたる臨床症状から不能であり、原則としてそれらの諸症状を総合し、全体像から

総合的に判断して認定する。

(3) 疹痛は、原員IJとして認定の対象とならないが、四肢その他の神経の損傷によって生

じる灼熱痛、脳神経及び脊髄神経の外傷その他の原因による神経痛、根性疹痛、悪性
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